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あわじ環境未来島構想



淡路島

淡路島の概要
兵庫県洲本市、南あわじ市、淡路市の３市で構成

人口：約14万人、65歳以上人口比率：31.6％（2013年）

面積：596km2 （シンガポール、東京23区と同規模）

産業：農漁業、観光業、製造業、地場産業（線香・瓦等）
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総合特区制度の活用

・ 先駆的取組を行う実現性の高い区域に国と地域の政策資源を集中
・ 地域の包括的・戦略的なチャレンジを総合的（規制・制度の特例、税
制、財政、金融措置）に支援

・ わが国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の集積を図る「国際戦
略総合特区」と地域資源を最大限活用した地域活性化を図る「地域活性
化総合特区」の２種類の総合特区を制度化

総合特区とは

・ あわじ環境未来島構想に盛り込まれた各種プ
ロジェクトのうちから熟度の高い取組を「地域
活性化総合特区」として申請

・ 今後、総合特区の仕組みを活用し、国の支援
を得て事業化を推進

あわじ環境未来島特区の指定（23.12.22）



※１ 「美しい兵庫指標」県民意識調査

※２ 淡路島の定住人口推計値は50年に7万7千人（▲46%）。目標設定ではこれを減少率が約半分

の10万7千人とする。交流人口はツーリスト365分の1又は365分の2（日帰り・宿泊の別）、二地域

居住者7分の2で定住人口に換算。

数値目標の設定

成果指標
淡路島

現状

特区目標 あわじ環境未来島構想の目標

2016年 2020年 2030年 2050年

エネル
ギーの
持続

エネルギー（電
力）自給率

８％
（2011年）

17％ 20％
35％

国目標20％
100％

二酸化炭素排出量
（1990年比）

▲29％
（2011年）

▲32％ ▲39％
国目標▲25％

▲55％ ▲88％
国目標▲80％

農と食
の持続

食料自給率（生産
額）

333％
（2009年）

－
300％以上

国目標70％
300％以上 300％以上

食料自給率（カロ
リー）

104％
（2009年）

－
100％以上

国目標50％
100％以上 100％以上

暮らし
の持続

生活満足度（幸福
度）※１

59％
（2012年）

－ 60％ 70％ 90％

持続人口（定住人口

＋交流人口）※２
17万１千人

（2012年）
16万７千人 16万６千人 16万３千人 16万８千人



主なプロジェクト（エネルギーの持続）

広大な土取り跡地等を再生す
る大規模太陽光発電所の整備

強い西風を生かした風力発電

様々なバイオマスの複合利用

（潮流発電の事例）
Hammerfest Strom（ノルウェー）

大阪湾岸に埋立
土砂を供給して
きた島から21世
紀の地域持続を
支えるエネル
ギーを供給（場
所：島内各所）

日本有数の潮流がある３つの
海峡部での潮流発電を検討
（場所：周辺海峡部）

西岸の強い西風、
遠浅の海を活用
し、未利用地や
洋上における風
力発電を検討

（場所：洲本
市）

高効率太陽熱発電の実証

デンマークの
洋上風力発電施設

風力・太陽熱・バイオマ
スを組み合わせたバイナ
リー発電に関する技術開
発を実証
（場所：南あわじ市）

菜の花エコプロジェクト
の蓄積を生かし、ウェッ
ト系からドライ系まで
様々な資源を活用
（場所：洲本市）

強い潮流を生かした潮流発電

トラフ型太陽熱発電の事例

ＢＤＦ精製装置
（ウェルネスパーク五色）



1

淡路島民
島外県民

売電

代金

事業のしくみ

兵
庫
県

（一財）淡路島くにうみ協会

淡路島公園隣接地で太陽光

発電施設（0.95MW)を設置・

運営

関
西
電
力

建設資金

貸付

返済

県民債発行

元利償還

県民債購入

エネルギー自立島「沼島」

淡路市夢舞台ニュータウン構想
「サスティナブル・パーク」

県が「住民参加型県民債」を発行して淡路島内の県民から
資金を集め、太陽光発電事業を実施するモデル事業を実施。

スマートコミュニティづくり

住民参加型太陽光発電事業の実施





再生可能エネルギーを活用した
直流電力供給システム

環境省 地球温暖化対策技術開発・実証研究事業
離島・漁村における

直流技術による自立分散エネルギーシステム技術の実証研究

実証期間：平成２４年４月～平成２７年３月

代表実施機関 神戸大学

共同実施機関 兵庫県立工業技術センター
立命館大学
大阪市立大学
三洋電機(株)
中西金属工業(株)
慧通信技術工業(株)
(株)三社電機製作所
富士電機(株)

Nushima





LED照明 設置場所
・1F＆4F廊下
・校長室・職員室
・災害時避難場所の4F多目的室

校庭：
風力発電機１ｋＷ

屋上：太陽光パネル(PV)１８ｋＷ

校舎横：
・モバイル型バッテリ－用

充電ステーション
・S2G ( Ship-to-Grid )用

充放電ステーション

１Ｆ放送室前室：
・ 監視制御盤
・ 直流母線盤等

１Ｆバッテリ－室：
・バッテリー４６ｋＷｈ
・系統連系AC/DCコンバータ
・PV用DC/DCコンバータ
・バッテリー用DC/DCコンバータ等

４Ｆ教材室：
・負荷用DC/DCコンバータ
・直流分電盤

表示システム 設置場所：バッテリー室前

沼島小学校

モバイル関連機器

モバイルバッテリー用負荷( 電動カート )

S2G( Ship-to-Grid )用
ハイブリッド船

S2G用
バッテリー車

モバイル型バッテリー

移動用
クローラ ヘリポート

上立神岩 展望場所
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直流母線盤
監視制御盤



沼島総合センター
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前庭：太陽光パネル ８ｋＷ

後庭（バッテリー庫）：

・直流母線盤 ・監視制御盤
・バッテリー２３ｋＷｈ
・系統連系AC/DCコンバータ
・PV用DC/DCコンバータ
・バッテリー用DC/DCコンバータ
・DC360V分電盤 等

食堂：

・DC24V分電盤
・交流分電盤
・各種直流負荷など

職員住宅

バッテリー
コンバータ類

太陽光パネル：沼島総合センター屋上（6kW）、沼島診療所屋上(4kW)

バッテリー

コンバータ類

後庭（バッテリー庫）：

・直流母線盤 ・監視制御盤
・バッテリー２３ｋＷｈ
・系統連系AC/DCコンバータ
・PV用DC/DCコンバータ
・バッテリー用DC/DCコンバータ
・DC360V分電盤 等集会所など：

・DC24V分電盤
・交流分電盤
・各種直流負荷など





あなたの家の電力使用量

1人当たりの電力使用量

現在
(W/人)

今日
(Wh/人)

昨日
(Wh/人)

今月
(Wh/人)

あなたの家 150 1,000 2,500 9,000

全世帯平均 3,625 10,756

電力使用量ランキング

昨日は、 51 世帯中 14番目に少ない電力使用量でした。

時刻

1
人
当
た
り
電
力
使
用
量

(W
h

/人
)

現在
(W)

今日
(Wh)

昨日
(Wh)

今月
(Wh)

450 3,000 7,500 27,000

パターン2，3のみ

パターン3のみ

スマートメータ設置工事
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淡路島における太陽光発電導入量及び認定量の推移

資源エネルギー庁データから作成
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資源エネルギー庁データから作成



あわじ環境未来島構想の目標達成について

現 状 2020年 2030年 2050年

未来島目標自給率（％） 20％ 35％ 100％

太陽光発電容量見込量（ＭＷ） 232 250 300 500

風力発電容量見込量（ＭＷ） 55 60 70 100

太陽光発電量見込量（ＧＷｈ） 320 337 420 725

風力発電量見込量（ＧＷｈ） 96.5 105 123 175

自給率の推計（％） 46.7％ 49.7％ 61.0％ 101.1％

注1：太陽光発電量については、ヒヤリングの結果を踏まえて、現状1300kWh /年、2020年1350kWh/年、
2030年1400kWh /年、2050年1450kWh/年で推計。

注2：メガソーラ設置者のヒヤリングの結果、発電量は（平均1,474ｋＷｈ/年：1,274～1,746ｋＷｈ/年）。
注3：風力発電の発電量は利用率20％として推計。

注4：現状の電力消費量を890ＧＷｈとして推計。
注5：これらの推計は、系統連系の制約は考慮していない。

あわじ環境未来島構想の目標年度の目標値は、いずれの目標年でも目標達成すると推計される。なお、
推計値は、系統連系の制約の問題を考慮していないので、系統連系問題を解決する必要がある。

17淡路島に点在する蓄エネ設備を活用した地域エネルギーの地産地消を目指したエネルギーマネジメントに関する調査報告書から推計
（平成25年度地産地消再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金）



【参考】（前回資料）淡路島の電力系統とその制約事項について

北部（関西電力供給ｴﾘｱ）

南部（四国電力供給ｴﾘｱ）

○太陽光大量導入前

需要－風力

本州淡路島

○太陽光大量導入後

需要－風力－太陽光

本州淡路島

■状況：新たな発電所をこのエリアに連系するにあたり、制約
（大きな送電設備費用）が発生する可能性がある。

■原因：送電線の容量が限界に近づいており、（詰まる）新たな
発電所を連系する場合、送電線の容量増が必要になる。

・北部は関西電力系統、南部は四国電力系統。
・それぞれ異なる系統制約を抱えている。

■イメージ

■状況：新たな発電所を四国電力エリアに連系するにあたり、
出力抑制が無制限に行われる可能性がある。
～２５７万ｋＷ：年間360時間まで無補償で出力抑制
２５７万ｋＷ～：全て無補償で出力抑制
（参考）H27/10/2現在：連系量２５４万ｋＷ

■原因：四国電力エリアの需要に対して、太陽光が大幅に
増加した為、発電機
の下げ代を確保でき
ない時間が増加。

■イメージ
出展：H26.12.16 四国電力資料
「再生可能エネルギーの接続
可能量の算定結果について」
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（H28.1.22現在）

⇒25７万kW

南部（四国系統）は、30日等出力制御枠に到達。今後は抑制時無補償条件での接続に。





平成29年10月資源エネルギー庁作成資料


